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「南海トラフ地震に関連する情報」及び「南海トラフ沿いの
地震に関する評価検討会」の当面の運用について

平成29年10月26日 気象庁

「南海トラフ地震に関連する情報」の発表について

詳細は、下記 URL を
http://www.jma.go.jp/jma/press/1710/26a/nteq_operation.html

　最大32万人の死者が出ると想定される南海トラフ地震について、11月 1 日から気象庁は、「南海
トラフ地震に関する情報」を発表することとし、10月26日「南海トラフ地震に関関連する情報」の
当面の運用を記者発表しました。

出典：www.nikkei.com

情 報 名 情 報 発 表 条 件

南海トラフ地震に関連
する情報（臨時）

○南海トラフ沿いで異常な現象が観測され、その現象が南海トラフ沿いの大規模な地震と関連す
るかどうか調査を開始した場合、または調査を継続している場合

○観測された現象を調査した結果、南海トラフ沿いの大規模な地震発生の可能性が平常時と比べ
て相対的に高まったと評価された場合

○南海トラフ沿いの大規模な地震発生の可能性が相対的に高まった状態ではなくなったと評価さ
れた場合

南海トラフ地震に関連
する情報（定例）

○「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」の定例会合において評価した調査結果を発表する
場合

○本情報の運用開始に伴い、東海地震のみに着目した情報（東海地震に関連する情報）の発表は行わない。
○本情報を発表していなくても、南海トラフ沿いの大規模地震が発生することもある。
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　全国防災協会では、危機管理のあり方等について、防災に関する国内外の最新情報に関するセミ

ナーを開催し、防災意識の醸成及び防災地域リーダーに育成の一助としています。平成29年度は、

内閣府の「南海トラフ沿いの地震観測・評価に基づく防災対応ワーキンググループ」の検討結果及

び気象庁の「南海トラフ地震に関する情報」の発表など太平洋側の巨大地震の新たな取り組みにつ

いて、ワーキンググループ主査（座長）の東京大学地震研究所地震予知センター長平田教授を始め、

内閣府や気象庁の直接担当されている方に講演をお願いしています。又、国土交通省の巨大地震防

災の取り組み、熊本地震における九州地方整備局の対応についても講演することとしています。

　詳細は、防災（12月１日）に掲載予定です。

南海トラフ巨大地震をテーマにＨ29 防災セミナー開催
◇平成30年２月５日（月）　東京都港区虎ノ門発明会館◇

気象庁が調査を開始する対象となる現象

○想定震源域内でマグニチュード7.0以上の地震が発生
○想定震源域内でマグニチュード6.0以上の（或いは震度 ５ 弱以上を観測した）地震が発生し、ひずみ計で当該地震に対

応するステップ状の変化以外の特異な変化を観測
○ １ カ所以上のひずみ計で有意な変化を観測し、同時に他の複数の観測点でもそれに関係すると思われる変化を観測して

いる等、ひずみ計で南海トラフ沿いの大規模地震との関連性の検討が必要と認められる変化を観測
○その他、想定震源域内のプレート境界の固着状況の変化を示す可能性のある現象が観測された等、南海トラフ沿いの大

規模地震との関連性の検討が必要と認められる現象を観測
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土砂災害警戒区域等の指定解除の要件等を全国に発出
～土砂災害の危険性に応じた適切な土地利用規制等を推進～

平成29年 9 月29日 水管理・国土保全局砂防部

〇　平成29年 ６ 月に改正した土砂災害防止法に基づ
き「土砂災害防止対策基本指針※」を平成29年
8 月10日に変更しました。 

　　※土砂災害防止対策基本指針
　　　http://www.mlit.go.jp/common/001196760.pdf
〇　変更した基本指針では、砂防堰堤等が整備され

安全性が高まるなど、指定の条件を満たさなく
なった場合には、土砂災害特別警戒区域につい
て速やかに指定を解除することを明記していま
す。

〇　国土交通省は 9 月28日、土砂災害警戒区域等の
適切な警戒避難体制の整備や土地利用規制の実
施を支援するため、基本指針を補完するものと

して土砂災害警戒区域等の解除等の考え方や要
件を明確化し、各都道府県へ通知しました。

　　＜ポイント＞
　　・土砂災害警戒区域等の解除等のタイミングや

確認事項等を明確化� （別紙 １ 、別紙 ２ ）
　　・砂防施設等の整備に伴う部分的な解除の考え

方を明確化� （別紙 ３ ） 
　　＜参考＞
　　・土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区域の

概要� （参考資料 １ ） 
　　・土砂災害特別警戒区域の解除事例
� （参考資料 ２ ） 

　国土交通省は 9 月28日、都道府県における土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域等の適切な
警戒避難体制の整備や土地利用規制の実施を支援するため、土砂災害警戒区域等の指定解除の要件
等を明確化し各都道府県に通知しました。

【別紙 １】
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【別紙 ２】

【別紙 3】
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【参考資料 1】

【参考資料 2】
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平成２９年台風第１８号の災害復旧事業の
災害査定効率化について

平成29年10月10日 水管理・国土保全局防災課

○　書面による査定上限額の引き上げ（机上査定の
拡大）により査定に要する時間や人員を大幅に
縮減

　・書面による査定上限額を「通常300万円未満」
から以下のとおり引き上げる。
大分県：1,000万円以下　京都府：900万円以下
愛媛県：900万円以下　　鳥取県：800万円以下
兵庫県：600万円以下　　香川県：600万円以下
岡山県：400万円以下

○　大分県を対象に設計図書の簡素化により早期の
災害査定を実施

　・既存地図や航空写真、代表断面図を活用するこ
とで、測量・作図作業等を縮減する。

　・土砂崩落等により被災箇所へ近寄れない現場に
対し、航空写真等を用いることで、調査に要す
る時間を縮減する。

　国土交通省では、平成２９年 ９ 月の台風第１８号により被災した大分県、京都府をはじめ、愛媛県、
鳥取県、兵庫県、香川県、岡山県において、災害復旧事業の災害査定の事務手続きを効率化します。
　効率化により、被災自治体の査定に要する業務等が大幅に縮減し、被災地の早期復旧に貢献しま
す。

　災害査定の手引き（平成28年 7 月）の在庫が少なくなっているため、

平成29年災害手帳を反映した、「災害査定の手引き」の改訂版を販売し

ました。

　平成29年 9 月29日に発売しています。詳細は、全国防災協会のホーム

ページ（出版図書案内）をご覧下さい。

URL　http://www.zenkokubousai.or.jp/toshyo_publication.html#h29_satei

平成29年10月　（公社）全国防災協会

災害査定の手引き（Ｈ29年版）
平成29年９月29日から好評発売中
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自然災害カレンダー（11月） 文責　加藤　昭発災年：西暦、（ユ：ユリウス暦
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平成29年　発生主要異常気象別被害報告 平成29年10月13日現在（単位：千円）
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